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第１　はじめに 

 

　出雲市では、令和 7年 3月に「出雲市観光基本計画」（以下、「基本計画」とい

う）を策定している。この基本計画は、出雲市が観光振興に取り組む際の基本理

念や将来像を示したうえで、事業内容と推進体制の戦略を立案し、幅広い関係者

が一体となって観光地域づくりに取り組むための羅針盤とするべく定めたもの

である。 

 

　基本計画に基づき戦略を持続的に推進していくためには、安定的な財源確保

が必要であり、その検討を行うことも基本計画の中で謳われている。そこで、出

雲市は出雲市新たな観光財源検討委員会設置条例を制定、同条例に基づき令和

7年 7月「出雲市新たな観光財源検討委員会」（以下、「本委員会」という）を設

置した。 

 

　以上の経緯を踏まえ、本委員会では、出雲市長からの諮問事項「出雲市の観光

振興のための新たな安定財源の導入について」検討し、その結果を報告すること

とする（以下、「本報告」という）。 

 

　なお、出雲市観光の現状や基本理念・将来像といった基本計画に記載のある事

項について本委員会で改めて検討することはない。その記載を前提に、本委員会

も同一の認識に立って検討を行った。 
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第２　報告の概要 

最初に、諮問事項「出雲市の観光振興のための新たな安定財源の導入について」

に対する本報告の概要を提示する。 

 

ア　観光振興のための新たな観光財源の必要性 

　出雲市が基本計画に基づき更なる観光振興を図るには、そのために必要な経

費を賄うに足る新たな観光財源が必要である。 

イ　導入する新たな観光財源 

・主要な財源としては、法定外目的税としての宿泊税の導入が妥当である。 

・補完する財源としては、市営駐車場の有料化及び料金改定を検討すべきで 

ある。 

・寄附金・協力金についても活用を検討されたい。 

ウ　出雲市における宿泊税の制度概要 

　主要な新財源としての宿泊税の制度概要は次のとおりとする。 

エ　宿泊税の使途 

　基本計画に基づいて実施される新規事業（既存事業の拡充分を含む）の経費を

中心に充当することが妥当である。活用実績を適宜周知し、透明性を確保する必

要がある。 

オ　宿泊税の導入時期 

　宿泊税の導入については、宿泊事業者の事務負担に十分配慮しつつ、必要な手

続きを経た上で、速やかに決定することが望ましい。その上で、徴収開始までに

十分な周知を図ることを求める。 

 

以下では、ここに提示した内容の詳細やこの概要を提示するに至った理由・背

景等をおおむね本委員会の検討の経過に沿って記載する。 

 課税客体 市内に所在する宿泊施設における宿泊行為

 納税義務者 宿泊者

 徴収方法 宿泊事業者による特別徴収

 課税標準 宿泊数

 課税方式 一律定額制

 税率 1人 1泊につき 200 円

 免税点 1人 1泊につき 5,000 円未満の宿泊には課税しない

 課税免除 対象を修学旅行に限定する

 その他 ・宿泊事業者への負担軽減措置について検討されたい 

・入湯税における課税免除の対象を可能な限り本税と一

致させることが望ましい
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第３　出雲市における観光の現状 

 

　１　我が国及び出雲市にとっての観光業の位置付け 

　人口減少・少子高齢化が進展する中で、国内外からの交流人口と旅行消費の拡

大による経済効果をもたらす観光業は我が国にとって地方創生の鍵だと考えら

れている。そして、観光地としてのブランド力を有する出雲市にとっても、この

観光業は、極めて重要な成長産業だとされている。 

 

　２　観光入込客数の推移 

 

　出雲市における観光入込客数は、出雲大社の平成の大遷宮「本殿遷座祭」が行

われた平成 25 年(2013)に大幅に増加し、それ以降、コロナ禍を除いて 1,100 万

人以上で推移している。 

　出雲大社周辺入込客数についても大遷宮以降 600 万人台で推移し、令和 5 年

(2023)は 711 万人と平成 25 年(2013)に次ぐ入込客数となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市観光基本計画

【補足情報】 

出雲市入込客数 

R6：1,172 万人 

R7：1,213 万人 

出雲大社周辺入込客数 

R6：  698 万人 

R7：　734 万人
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　３　観光宿泊客延べ数・宿泊施設の収容人数の推移 

 

　出雲市における宿泊客延べ数は、大遷宮以降、主にホテルや旅館などの客室数

の増加に伴い、着実に増加しており、令和 5年(2023)には過去最高の 84 万人と

なった。もっとも、基本計画では新規立地に伴う収容人数の増加量を考慮すると、

既存施設における宿泊客数の伸びは小さく、新たな需要を創出できていない可

能性があると考えられている。 

 

　４　観光消費額・生産波及効果 

 

　観光消費額(出雲市来訪者の県内消費額)は平成30年(2018)以降減少傾向にあ

り、コロナ禍を除くと 500～600 億円台で推移している。生産波及効果は約 1.2

出典：出雲市観光基本計画

出典：出雲市観光基本計画

【補足情報】 

宿泊客延べ数 

R6：85.2 万人 

R7：88.7 万人 

（億円）
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倍となっており、基本計画では国の約 1.9 倍(令和元年(2019))と比較すると、

拡大の余地があると考えられている。また、消費額単価も、全国平均と比較する

と金額規模が小さく、更なる消費拡大の余地があると思われている。 

 

　５　繁閑差 

 

　出雲市の月別宿泊客延べ数における繁忙期(年内の上位6か月)と閑散期(同下

位)を比較すると、繁閑差は減少傾向にある。しかしながら、令和 5年(2023)に

おいても最多月(8 月)と最少月(1 月)の差が 2.9 万人あるなど、更なるオフシー

ズン対策が必要だと考えられている。 

 

　６　インバウンド客の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市観光基本計画

出典：出雲市観光基本計画

【補足情報】 

外国人宿泊客延べ数 

R6：11,547 人 

R7：17,496 人

7
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　出雲市の外国人宿泊客延べ数は、令和元年(2019)には、改元、出雲ソウル間の

連続チャーター便就航等で賑わい、平成 21 年(2009)の約 6 倍の 11,552 人まで

増加したが宿泊客全体に占める割合は 1％未満となっている。 

 

　７　財源 

　（１）出雲市及び出雲観光協会の事業費の推移 

 

　出雲市と出雲観光協会を合わせた観光振興予算全体(施設管理費等を除く)は、

単年度限り等の特別な国補助事業等を除き、概ね 3 億円程度となっている。近

年、国の交付金等を活用し、予算全体が増加傾向となっているが、令和 8年度以

降の交付金等の目途はなく、安定的な財源確保が課題となっている。 

 

　また、基本計画に記載はないものの、ここで出雲市の財政状況全般について触

れておく。 

 

出典：出雲市観光基本計画
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　（２）歳出決算額及び計画額 

 

　近年の歳出決算額及び将来の計画額によれば、人件費・扶助費といった義務的

経費は増加傾向にあり、他方で投資的経費については、徐々に減少する見込みで

ある。 

 

　（３）歳入決算額及び計画額 

 

　近年の歳入決算額及び計画額によれば、市税収入は微増することが見込まれ

ているものの、地方交付税は交付税措置のある市債償還の進捗などにより減少

することが見込まれている。また、その他収入も大幅な増加を見込むことはでき

ないとされている。 
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第４　「出雲市観光基本計画」における基本理念・将来像・戦略 

 

 

 

　基本計画では、まず基本理念を「神々の国、未来へ八雲立つ」と定めている。

基本計画は、この基本理念によって「観光産業を持続可能なまちづくりの原動力

とし、神々の国出雲の文化とともに、豊かな出雲の地を次世代に引き継」ぐこと

を意図している。 

　次に、基本理念を受けた将来像として「観光地経営でなす　住んでよし、訪れ

てよしの観光まちづくり」を打ち出している。基本計画がここで目指しているの

は、「周遊滞在型・通年型の観光まちづくりを戦略的に実現し、住む人・訪れる

人双方が出雲の多様な魅力に気付き、楽しんで」いる状態である。 

　そして、この将来像を実現するための戦略として、「Ａ　マーケティング力強

化戦略」「Ｂ　観光まちづくり戦略」「Ｃ　誘客・ファン拡大戦略」「Ｄ　観光地

経営体制・人づくり戦略」が策定されている。 

 

出典：出雲市観光基本計画
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第５　新たな観光財源を充当すべき財政需要額の算定について 

 

　１　基本的な考え方 

　新たな観光財源は、前章までで確認した基本計画の遂行のために、より具体的

には基本計画で定める戦略の遂行のために必要となる。そして、公益の増進を図

るべき行政が新たに歳入を獲得して実施するものであることを踏まえれば、そ

の財源を充当される事業については次のことが満たされるべきである。 

ⓐ基本計画に基づいて実施される事業であること 

ⓑ新たな財源の負担者に利益が還元される事業であること 

ⓒ観光客・観光事業者・出雲市民等幅広い利害関係人が反射的には受益者となる

事業であること 

 

　そこで、新たな観光財源を充当するのは、ⓐ～ⓒを充足する新規事業（既存事

業の拡充分を含む）を中心とした観光振興事業の経費と新たな観光財源導入に

伴って発生する経費とすべきである。 

 

　２　更なる観光振興に必要な財政需要額の算定 

　前節の考え方を前提として、基本計画の定める戦略ごとに実施すべき事業等

を列挙し、更なる観光振興に必要な財政需要額を算定する。 
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　以上、戦略ごとに算定した財政需要額を合計すると、事業費総額は概ね 2億 3

千万円／年度となる。これを本報告での検討の前提とする。 
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【参考】：従前の事業費と更なる観光振興に必要な経費の関係 
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第６　財政需要額を充足する新たな観光財源についての検討 

 

　１　主要な観光財源とその内容 

　本章では、前章で検討の前提とした財政需要額を確保するため、新たに出雲市

においていかなる財源を採用すべきか検討する。まず、その前提として主要な観

光財源の種類とその内容について確認する。 

 

　２　主要な観光財源に対する分析 

　本節では、前節で確認した財源を「安定性・継続性」、「受益と負担」、「規模」

の観点から分析する。それらの観点を取り上げる理由は、次のとおりである。 

まず「安定性・継続性」については、その時々の事情に左右される可能性が高

かったり、一時的に利用できるにすぎないものでは継続的に発生する財政需要

額を満たせないため、必要であると考えられる。　 

続いて、「受益と負担」は、公平の原則から受益者と負担を課される者の関係

が問題になることから重要であると考える。 

最後に、「規模」は前章で算定した財政需要額に対し十分な規模の歳入を確保

しなければならないため、取り上げることとする。 

　そこで、財源の種類ごとに分析し、整理すると次表のようになる。 
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　また、財源の種類ごとに他自治体の導入例を確認しておく。 

 

（１）地方税 

　①法定外普通税 

　ア　歴史と文化の環境税（福岡県 太宰府市）　 

　【納税義務者】有料駐車場に駐車する者 

　【　金　額　】二輪車（自転車を除く）：50 円、乗車定員 10 人以下の自動車：

100 円  

　　　　　　　　乗車定員 10 人超 29 人以下の自動車：300 円、乗車定員 29 人

超の自動車：500 円 　　　　　　　 

　【　歳　入　】78,001 千円（令和 7年度予算） 

　【　使　途　】史跡地保存管理事業、臨時駐車場設置事業、仮設トイレ設置事

業、門前美化推進事業、観光情報整備事業、施設整備等補助金

など（令和 5年度実績） 

　 

イ　宮島訪問税（広島県 廿日市市） 

　【納税義務者】船舶により宮島に訪問する者　　 

　【　金　額　】訪問者が宮島を訪問するごとに 1人 1回：100 円 

　　　　　　　　1年分を一時に納付する場合、訪問者 1人 1年ごとに：500 円　　 

　【　歳　入　】380,000 千円（令和 7年度予算） 

　【　使　途　】行楽シーズンにおける宮島口の混雑緩和の取組、グリーンス

ローモビリティを活用したガイドツアーの実証実験、誰もが

気持ちよく安心して利用できるおもてなし環境の提供、歴史

的町並みの保存など（令和 5年度実績） 

 

②法定外目的税 

ア　遊漁税（山梨県 富士河口湖町）　 

【納税義務者】遊漁行為を行う者 

　【　金　額　】遊漁者 1人 1日：200 円 　　　　　　　 

　【　歳　入　】10,000 千円（令和 7年度予算） 

  【　使　途　】駐車場・トイレの整備、湖畔美化　など 

 

　イ　美ら島税（沖縄県 座間味村） 

　【納税義務者】座間味島、阿嘉島、慶留間島及び外地島へ入域する者 

【　金　額　】入域ごとに 1人 100 円 

　【　歳　入　】10,205 千円（令和 5年度実績） 
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　【　使  途  】観光関連施設等清掃、座間味村道草刈委託業務、林道草刈委 

託など  

 

　ウ　宿泊税 

 

 

（２）分担金・負担金 

　　①美浜駐車場分担金（沖縄県 北谷町） 

　 【　受益者　】美浜駐車場設置により受益する特定地区内に存する建物の所

有者　　　 

　 【　金　額　】建物 1㎡あたりの賦課面積×320 円/年 

　 【　歳　入　】23,458 千円（令和 7年度予算） 

　 【 導入経緯 】美浜地区の開発が行われる際、無料の町営駐車場を設置する

ことで民間事業者の負担を緩和させる代わりに、駐車場が設

置されることにより得られる利益を受益と認定して分担金を

課すこととした。 

参考：「沖縄・北谷町の観光の動向と課題について 」 

（https://niigata-u.repo.nii.ac.jp/record/2001731/files/AA12924636-8-46-64.pdf） 

 

　 ②地域再生エリアマネジメント負担金制度（大阪府大阪市） 

【　受益者　】活動計画に受益事業者として記載されている者 

　　　　　　　（民間事業者、具体的には大規模小売店舗への不動産貸付事業者） 

【　金　額　】イベント実施等の活動により生じる来訪者数増加に伴う活動　

区域内の大規模小売店舗における売上増に係る家賃収入の上

昇額 
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　　　　　　　＝①総来訪者数×②1人当たりの消費額×③賃料水準（％） 

【　歳　入　】6,521 千円（令和 7年度予算） 

【 導入経緯 】大阪駅周辺の開発事業の開始に際し、来訪者増加等を見込める

活動を実施することでエリア内の消費活動の活性化や魅力度向

上を目指すこととした。 

【　使　途　】回遊を促すイベントの実施、当該イベント開催時における人流

計測等、公共空間のあり方・利活用手法に係る調査・検討、公式

ＷＥＢサイト・ＳＮＳ等を活用した情報発信など 

参考：大阪市ＨＰ「地域来訪者等利便増進活動計画の認定について」 

(https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000587581.html) 

　　「大阪駅周辺地区地域来訪者等利便増進活動計画」 

(https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/cmsfiles/contents/0000587/587581/osakaekisyuhentiku.pdf) 

 

（３）手数料・使用料 

　①神門通り交通広場駐車場使用料（出雲市） 

　【 根拠法令 】出雲市神門通り交通広場及び神門通りポケットパークの設置及

び管理に関する条例　 

【　金　額　】 

　　　　　　　　  

（備考） 1 回の駐車時間は、24 時間以内とする。 1 回の駐車料金は、600 円を上限とする。 

24 時間を超えて駐車する場合は、24 時間を超えるごとに 1回の出場があったものとみなす。 

【　歳　入　】（令和 6年度）28,329 千円 

【　使　途  】（令和 6年度）10,664 千円　駐車場管理・保守等 

　　　　　　　　　　　　　 17,665 千円　観光振興事業費 

 

（４）協力金・寄附金 

　①美ら海協力金（沖縄県 宮古島海域）　 

　【協力依頼先】宮古島市周辺海域でダイビングを楽しむ者 

　【　金　額　】一人一日 500 円 

　【　歳　入　】約 1,800 万円（平成 21 年） 

　【　使　途  】海洋環境保全のための海底清掃など 
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　②世界自然遺産屋久島山岳部環境保全協力金（鹿児島県 屋久島町） 

　【協力依頼先】屋久島の山岳地域に入山しようとする者、この制度に賛同する　　　　　　　

者 

　【　金　額　】日帰り利用者：1,000 円、山中で宿泊する利用者：2,000 円 

　【　歳　入　】3,200 万円（令和 6年度） 

　【　使　途　】山岳トイレの維持管理経費、登山道の点検及び軽微な補修費、

協力金の収納にかかる経費及び事務局経費など 

 

③神門通りにおける交通対策協力金の実証実験（出雲市） 

持続可能な渋滞対策の資金源を検討するため、周辺駐車場・店舗での交通対策

協力金の集金実験を実施 

【　期　間　】令和 6年 11 月 1 日～令和 7年 1月 5日 

【　場　所　】かめやま広場、古代出雲歴史博物館駐車場、みせん広場、神門

通り等周辺店舗 90 か所 

【　金　額　】目安 200 円／人 

 

　３　対象行為の候補について 

　新たに制度を構築して新規の観光財源を導入する場合、負担を課す対象とし

て選択しうる行為は無数に存在する。ここでは、無数に存在する行為の中から観

光財源のために負担を課しうる行為を取り上げて、各々に対し負担を課した場

合のメリット・デメリットを整理しておく。 
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　４　採用すべき新たな観光財源に係る基本的な考え方 

本章で確認した事項を踏まえ基本的な考え方を整理すると、以下のとおりと

なる。 

 

（１）主要な財源として妥当なもの 

法定外目的税としての宿泊税を新たな観光財源の主軸とする。その理由は次

のとおりである。 

考えうる財源の中で概ね 2 億 3 千万円／年度という規模の財政需要額を安定

的・継続的に確保することができるのは地方税である。よって、地方税が適当で

あると考える。 

そして、使途を観光振興等に明確化・限定する必要があるため、当該地方税は

目的税でなければならない。 

さらに、対象者を捕捉しやすいこと・他自治体による導入事例が豊富に存在し

実務的な優位性を認められること等を考慮すれば、宿泊税が妥当である。 

以上により、地方税のうち法定外目的税としての性質を有する宿泊税の導入

が妥当であると考える。 

 

（２）補完する財源として妥当なもの 

市営駐車場の有料化及び料金改定の検討が必要であると考える。 

 

（３）その他 

観光客等から自発的に金銭の提供を受ける協力金・寄附金の活用についても

検討されたい。 

 

５　駐車場の財源化に係る検討 

（１）市営有料駐車場の料金改定について 

　主として観光に用いられる市営有料駐車場としては、本章第 2 節で確認した

神門通り交通広場駐車場が存在する。これについては、他自治体と比較しても１

回当たりの駐車料金の上限額を低く設定していることから上限額の見直し等、

料金改定を検討すべきである。 

 

（２）市営無料駐車場の有料化について 

　出雲市みせん広場をはじめ、市内には主として観光に用いられる市営無料駐

車場が複数存在する。これらについては、交通渋滞の緩和等、駐車場の果たす多

様な機能に配慮しながら、収支を吟味し、増収を図れるよう有料化の検討を行う

べきである。  
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第７　宿泊税に係る検討 

１　宿泊税の導入目的及び使途 

（１）導入目的 

　新たな観光財源の使途に係る基本的な考え方や基本計画の将来像等を踏まえ、

本委員会としては以下のとおり提案する。 

 

「出雲市が未来に向かって、住んでよし、訪れてよしの観光まちづくりを戦略的

かつ持続的に推進していく財源を確保するため。」 

 

（２）使途 

　本委員会での議論と前項に示した導入目的を踏まえ、使途については以下の

とおり提案する。 

 

「基本計画に基づいて実施される新規事業（既存事業の拡充分を含む）の経費を

中心に充当することが妥当である。」 

 

◎基本計画により実施する戦略 

 

 

 

 

 

 

２　宿泊事業者の実態把握と意見聴取 

宿泊税導入の検討にあたり、市内の宿泊事業者の実態把握と意見聴取を以下

の方法で行った。 

 ※アンケート結果については、32 ページ「参考４」参照。 

 

 

 実施目的

 宿泊事業者アンケート 

（令和 7年 10 月とりまとめ）
宿泊事業者の実態把握

 宿泊事業者説明会 

（令和 8年 1月～2月実施）

観光施策を説明し宿泊税の必要性についての

理解を求める

 宿泊事業者アンケート 

（令和 8年 5月とりまとめ）
課税要件等の本委員会案に対する課題把握

戦略Ａ　データマーケティングの推進に係る「マーケティング力強化戦略」 

戦略Ｂ　地域資源の魅力化や受入基盤充実等に係る「観光まちづくり戦略」 

戦略Ｃ　情報発信等に係る「誘客・ファン拡大戦略」 

戦略Ｄ　観光振興のための組織体制強化に係る「観光地経営体制・人づくり戦略」
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３　課税要件の検討 

（１）導入自治体(※1)の状況 

宿泊税の課税要件の検討に際し、他自治体の宿泊税の導入状況を確認した。 

○導入済自治体（※2）の状況（12 自治体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○導入予定自治体（※3）の状況（31 自治体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※1）後述「導入済自治体」と「導入予定自治体」をあわせて「導入自治体」と呼ぶ。 

（※2）令和 7年 4月時点で宿泊税に係る条例を施行済の自治体。 

（※3）第 3回検討委員会開催日までに宿泊税導入に係る総務大臣の同意を得た自治体で、 

導入済自治体を除くもの。 

 

自治体名 課税標準

１人あたり１泊の宿泊料金
R7年度

当初予算
～5千円

未満

5千円～

7千円未満

7千円～

1 万円未満

1 万円～

1.5万円未満

1.5万円～

2万円未満

2万円～

5万円未満
5万円以上

東京都 宿泊数        100 円  200円  200円  200円 69億

大阪府 宿泊数    200円  200円  200円  400円  500円  500円 73億

京都市 宿泊数  200円  200円  200円  200円  200円  500円  1,000円 59億

金沢市 宿泊数    200円  200円  200円  200円  500円  500円 8.2億

倶知安町 宿泊料金 ２％ 5.6億

福岡県 宿泊数  200円  200円  200円  200円  200円  200円  200円 19.6億

福岡市  宿泊数
 200円
 県税 50円含

 200円
 県税 50円含

 200円
 県税 50円含

 200円
 県税 50円含

 200円
 県税 50円含

 500円
 県税 50円含

 500円
 県税50円含

31 億

北九州市  宿泊数
 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

 200円
 県税50円含

4.8億

長崎市 宿泊数  100 円  100 円  100 円  200円  200円  500円  500円 3.7億

ニセコ町 宿泊数  100 円
 ※5,001 円未満

200円 200円 200円 200円  500円
 1,000円
 10万以上

 2,000円
1.2 億

常滑市

熱海市
宿泊数  200円  200円  200円  200円  200円  200円  200円

2億

億5.7
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①　課税客体 

　すべての導入自治体において、課税客体は宿泊施設における宿泊行為となっ

ている。  

　対象とする施設は、旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所及び住宅

宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）となっている。ただし、

東京都については、簡易宿所及び民泊を対象としていない。 

　また、対象とする宿泊行為は、宿泊料金を払い、寝具を使用して、上記施設を

利用することとなっている。 

 

②　納税義務者・徴収方法 

　すべての導入自治体において、納税義務者は宿泊者、徴収方法は宿泊事業者を

特別徴収義務者とする特別徴収となっている。 

 

③　課税標準・税率 

　倶知安町を除くすべての導入自治体が宿泊数を課税標準としている。 

　税率は、課税標準を宿泊料金とする倶知安町を除く 42 自治体で、一律定額制

が 21 自治体、段階的定額制が 21 自治体となっていた。税率水準も 50 円から

3,000 円まで多様である。 

 

 

④　免税点 

　導入自治体のうち、11 自治体は免税点を設定しており、32 自治体は設定して

いない。免税点を設定している自治体においては、免税点を 5,000 円～10,000

円の範囲でそれぞれ設定している。 

 

⑤　課税免除 

　導入自治体のうち、8 自治体は課税免除規定が存在せず、35 自治体が課税免

除規定を設けており、小学校・中学校・高等学校の修学旅行については、35 自
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治体すべてで課税免除としている。 

　そのほか少数ではあるが、大学や認定こども園・保育園などの教育活動、ス

ポーツ大会等での宿泊者も課税免除とする自治体が存在している。 

 

なお、出雲市の入湯税では、修学旅行に加え、12 歳未満の児童及び体育大会

その他学校教育上の行事で宿泊する場合を課税免除としている（出雲市税条例

第 118 条第 1項第 1号及び第 2号）。 

 

（２）出雲市における宿泊税の課税要件の考え方 

本委員会では、委員から、宿泊税を導入した隣接自治体との整合性を図ること、

宿泊事業者にとって可能な限り事務負担の少ない制度とすること、宿泊者・宿泊

事業者ともに理解しやすい簡素な制度とすることなどが提案された。 

また、課税免除要件について、アンケートでは入湯税の特別徴収義務者でもあ

る宿泊事業者から入湯税との整合性を図ってほしい等の意見が寄せられた。 

本委員会はこれらを踏まえ、次のとおり提案する。 

 

①　課税客体 

　課税客体は、市内に所在する宿泊施設における宿泊行為とする。 

対象とする施設は、旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所及び住

宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）とし、その施設に宿

泊料金を払い、寝具を使用して宿泊する場合に課税する。　 

ただし、寝具を使用した日をまたがない利用や乳幼児の宿泊などについては、

課税対象となるか否かを定義し、宿泊事業者に混乱が生じないよう配慮された

い。 
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②　納税義務者・徴収方法 

　納税義務者は宿泊者、徴収方法は宿泊事業者による特別徴収とする。 

 

③　課税標準・課税方式 

課税標準は宿泊数、課税方式は一律定額制とする。 

宿泊数に税率を乗じて算出する一律定額制は、簡素で理解しやすい。アン

ケート（以下、特記しない限り「アンケート」は令和 8年 5月とりまとめ分を

指す。）によれば、回答施設の 90.1％が一律定額制に異論はなかった。これら

のことから、課税標準は宿泊数、課税方式は一律定額制とする。 

 

④　税率及び免税点 

税率は１人１泊につき 200 円、免税点は 5,000 円とする。 

税率は、隣接自治体と同額である 1人 1泊につき 200 円とすれば、市営駐車

場使用料の料金改定など、補完する財源もあわせることにより、概ね財政需要

額を満たすことができる。そのため、税率は、1人 1泊につき 200 円とする。 

また、免税点は、低廉な宿泊料金で宿泊する者への配慮の必要性に鑑み、設

定することが望ましい。アンケートによれば、通常期の宿泊料金（税抜き・素

泊まり料金）を 5,000 円未満に設定している宿泊施設は、19.3％であるが、宿

泊者全体に占める 5,000 円未満で宿泊する者の割合は 2％未満であり、歳入見

込みへの影響は限定的である（38 ページ「参考５」参照）。隣接自治体との均

衡も考慮し、免税点は 5,000 円とする。 

 

⑤　課税免除 

課税免除は対象を修学旅行に限定する。　 

課税免除に係る事務は、課税免除申請書類の確認等、宿泊事業者の新たな事

務負担になるため、課税免除の対象を限定すべきだと考える。 

アンケートでは、課税免除の対象を「修学旅行に限定した場合に課題がある」

と回答した宿泊施設は、10.3％であった。したがって、教育上の観点から、公

益性を有する修学旅行についてのみ課税免除を認めるのが妥当である。 

一方、入湯税では 12 歳未満の児童及び体育大会その他学校教育上の行事に

よる宿泊者が課税免除の対象となっており（出雲市税条例第 118 条第 1項第 1

号及び第 2号）、部活動の大会なども含めて幅広く課税が免除されている。宿

泊税と入湯税で課税免除の対象が異なれば、宿泊事業者の負担が増えるため、

入湯税の課税免除の対象を可能な限り宿泊税と統一する方向で調整すること

が望ましい。 
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４　特別徴収義務者の負担軽減 

アンケートでは、回答施設の 69.2％から事務の簡素化を求める声があり、

次いで納入の電子化、事務負担に対する補助などが求められていた。制度設計

にあたっては、導入自治体の事例等を踏まえ、特別徴収義務者の負担を軽減す

るための取組について検討することを求める。 

 

５　活用実績の周知 

宿泊税は、法定外目的税であることから、その税収の活用実績を適宜周知する

ことで、透明性の向上を図り、納税義務者・特別徴収義務者等の利害関係者に対

する説明責任を果たすことを求める。 

 

６　制度の検証 

総務省通知（平成 15 年 11 月 11 日 総税企 第 179 号）では、原則として一定

の課税を行う期間を定めることが適当であるとしている。また、導入自治体では

概ね 3年から 5年を目途に制度の検証を行っている。 

本委員会としては、課税要件について前述のとおりの提案を行うが、社会情勢

の変化や財政需要額、納税者の負担等を勘案し、制度開始後、適切な時期に検証

を行うことを求める。 

 

７　宿泊税の導入時期 

　基本計画に基づく観光振興の必要性に鑑み、宿泊税の導入については、宿泊事

業者の事務負担に十分配慮しつつ、必要な手続きを経た上で、速やかに決定する

ことが望ましい。その上で、徴収開始までに十分な周知を図ることを求める。 
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参考１　委員名簿 

 

※所属等は令和 8年 8月 10 日時点。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 委員氏名 所属等 備考

 １ 奥谷 健 広島修道大学 法学部長 委員長

 ２ 高橋 研 平田地区自治協会 会長 副委員長

 ３ 飯塚 有依 東横ＩＮＮ出雲市駅前 支配人 

委 員

 ４ 石飛 成夏 ㈲小田温泉 女将

 ５ 坂本 水穂子 ㈱出西窯 取締役

 ６ 武志 俊太郎 島根県旅館ホテル生活衛生同業組合 副理

事長 

 ７ 田邊 達也 （一社）出雲観光協会 会長

 ８ 中村 真実子 山陰合同銀行 取締役監査等委員

 ９ 福間 正純 出雲市商工団体協議会 会長

 10 森山 勲 出雲一畑交通㈱ 常務執行役員
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参考２　出雲市新たな観光財源検討委員会設置条例 

 

(設置) 

第 1 条　市の新たな観光財源を検討するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 138 条の 4第 3項の規定に基づく附属機関として、出雲市新たな観光財

源検討委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

 

(所掌事務) 

第 2条　委員会は、次に掲げる事項について、調査審議する。 

(1)　市の持続可能な観光地づくりに向けた新たな財源として宿泊税の検討を

行うこと。 

(2)　その他市長が必要と認める事項 

 

(組織) 

第 3条　委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

2　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1)　識見を有する者 

(2)　観光業に携わる者 

(3)　観光関係団体に属する者(前号に掲げる者を除く。) 

(4)　経済団体に属する者 

(5)　その他市長が必要と認める者 

3　委員の任期は、1年とする。ただし、再任を妨げない。 

4　欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第 4 条　委員会に、委員長及び副委員長各 1 人を置き、委員の互選により定め

る。 

2　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

3　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 

 

(会議) 

第 5 条　委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員委嘱後最初の会議

は、市長が招集する。 

2　委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決
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するところによる。 

4　委員会は、必要があると認めるときは、参考人に意見を求め、又は関係者に

対し、資料の提出及び協力を求めることができる。 

 

(守秘義務) 

第 6 条　委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

 

(委員の報酬及び費用弁償) 

第 7 条　委員の報酬及び費用弁償は、特別職の職員で非常勤のものの報酬、費

用弁償等に関する条例(平成 17 年出雲市条例第 36 号)の規定を適用する。 

 

(庶務) 

第 8条　委員会の庶務は、観光交流部観光課において処理する。 

 

(委任) 

第 9 条　この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附　則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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参考３　検討経過 

 

第 1回検討委員会（令和 7年 7月 30 日開催）の結果概要 

●基本計画の将来像「住んでよし、訪れてよしの観光まちづくり」を実現するた

め、新たな観光財源の必要性について議論。 

●委員の間で財源確保の必要性自体については概ね共通認識が得られた。一方、

財源手法や受益と負担の在り方について幅広く検討が必要との意見が出され

た。 

　 

第 2回検討委員会（令和 7年 9月 16 日開催）の結果概要 

●観光戦略推進に必要な財政需要額 

　⇒基本計画の戦略を推進するために必要な新たな財政需要額を「2億 3,000 万

円」と整理。この財政需要額を当面の目標値として、 議論を進めていく。 

●新たな観光財源の選定 

　⇒宿泊税を新たな観光財源の主軸としつつ、駐車場使用料金のあり方（有料化

や駐車場税など）についても検討する。 

 

宿泊事業者アンケート（令和 7年 10 月 3 日～17 日）の概要 

●宿泊事業者の現状把握と新たな観光財源を検討することに対する意見を聴取

するために実施。 

●目的の達成に資する有益な回答をいただいたものの、回答率が 5 割を下回っ

たことから、今後の検討の前提として十分な情報が収集できたのか解釈の分

かれる結果となった。 

 

第 3回検討委員会（令和 7年 11 月 20 日開催）の結果概要 

●宿泊事業者アンケート（令和 7年 10 月とりまとめ）の結果について、本委員

会に共有。 

●宿泊税は、使途を限定する法定外目的税となること、宿泊事業者が宿泊者から

徴収する特別徴収方式となることを確認。 

●課税要件である税率（定額・定率等）や課税免除等の取扱いは、今後開催する

事業者説明会の意見を踏まえ、本委員会で改めて検討。 

●市営駐車場の有料化や料金改定、交通対策協力金についても、市へ更なる検討

を求める。 
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宿泊事業者説明会（令和 8年 1月 15 日～2月 5日・全 8回開催）の結果概要 

【説明内容】 

（１）出雲市における観光の現状と観光振興に必要な予算について など  

（２）質疑・意見交換 

 

【いただいた主な意見】　参加総数：69 施設 

 

 

第 4回検討委員会（令和 8年 3月 17 日開催）の結果概要 

【課税要件に関する本委員会 案 】 

　 ①税　　率：「定額制」 

　　 　　　　　但し、高額な宿泊料金に対する段階的定額制は、引き続き検討 

する 

　 ②免 税 点：設定する 

　 ③課税免除：修学旅行に限定する 

【委員の主な意見】 

　①宿泊事業者にとって可能な限りシンプルで事務負担の少ない制度にすべき。 

　②課税免除は、客観的に分かりやすい項目に限定すべき。 

　③入院付き添いなどのため、低価格の施設に長期間宿泊する方への配慮とし

て免税点を設定することが望ましい。 

　④近隣で先行実施されている自治体の状況を考慮する必要がある。 

 

 

 



31 

第 5回検討委員会（令和 8年 7月 2日開催）の結果概要 

●第 2 回宿泊事業者アンケート（令和 8 年 5 月とりまとめ）の結果について、

本委員会に共有。 

●「新たな観光財源のあり方に関する検討について（答申）」（素案）及び 

「出雲市新たな観光財源検討委員会　報告書」（素案）について検討。 

修正意見をとりまとめ、答申方針を決定。 

文言、体裁等の軽微な修正は委員長へ一任し、市長へ答申することとした。 
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参考４　事業者アンケート結果＜抜粋＞ 

 

◎　第 1回宿泊事業者へのアンケート結果（概要） 

調査名称：新たな観光財源の検討に係るアンケート 

調査対象：市内宿泊事業者 

調査期間：令和 7年 10 月 3 日～令和 7年 10 月 17 日 

送付件数：126 件 

回答事業者数：52 件（回答率 41.3％） 

 

【設問】宿泊税に対する認識について 

 

（その他のコメント） 

・導入の趣旨は理解できるが、宿泊事業者のみ新たな作業が増えるのは困る。 

・観光施策のためならば観光税として宿泊業以外の業界にも幅広く課税すべき。 

 

【設問】修学旅行の受入れの有無について 

 

 

【設問】宿泊税の導入に対する意見 

 

件数 割合

11 22.4%

5 10.2%

6 12.2%

22 44.9%

5 10.2%

49 100.0%

１ 充実強化のために必要

２ 現状維持のために必要

３ 全国的な流れで理解できる

４ 理解できるが負担増は困る

５ その他

計

件数 平均価格 最低価格 最高価格

14 9,615 3,000 15,000

36 - - -

１ 受け入れている

２ 受け入れていない

強く思う そう思う
どちらとも
言えない

あまり
思わない

全く
思わない

回答件数

お客様の理解が得られるよう市がしっ
かりとした周知を図るべき

40 6 2 1 0

宿泊税の徴収、申告、納入などの手間
の増加が課題である

33 14 2 1 0

事務負担増加・システム改修等による
経費増が課題である

28 17 4 1 0
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（その他のコメント） 

・入湯税と同じ徴収方法にしてほしい。 

・ホテル現場の負担の軽減について考えてほしい。 

・宿の規模も違うのに、一律の税率なのはおかしい。 

 

【設問】その他意見（自由記載） 

・市営駐車場の有料化などすぐに可能な財源確保に努めるべきではないか。 

・宿泊料金が安価な施設や民泊などは除外すべき。 

・宿泊税の使用目的を明記したチラシ、使用結果の周知が必要である。 
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◎　第 2回宿泊事業者へのアンケート結果（概要） 

調査名称：新たな観光財源の検討に係るアンケート（第 2回） 

調査対象：市内宿泊事業者 

調査期間：令和 8年 4月 13 日～令和 8年 5月 15 日 

送付件数：127 件 

回答事業者数：91 件（回答率 71.7％） 

 

【設問】宿泊税の算出方式による負担や課題について 

 

（１）一律定額制の導入について（複数回答可） 

 

 

（２）段階的定額制の導入について（複数回答可） 

 

 

（３）一律定額制と段階的定額制のどちらがよいか 

 

 

 

 

回答項目 件数 割合

特に課題なし・大きな問題なし 53 58.2%

申告書作成等の事務処理が難しい 32 35.2%

宿泊人数の把握が難しい 10 11.0%

その他 19 20.9%

回答項目 件数 割合

段階設定により事務処理が難しくなる 43 47.3%

宿泊料金により税額が異なることの説明が困難 39 42.9%

特に課題なし・大きな問題なし 24 26.4%

素泊まり料金の算出が難しい 23 25.3%

その他 11 12.1%

区分 件数 割合

一律定額制がよい 57 62.6%

どちらでもよい 25 27.5%

段階的定額制がよい 8 8.8%

※未回答　1件
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（４）宿泊料金の中心価格帯（税抜き・素泊まり料金）について 

 

 

【設問】免税点について 

※「課題がある」と回答した場合、課題の内容については複数回答可 

 

(その他免税点に課題があると考える理由（自由記述）) 

・季節、曜日等によって宿泊料金が変動するので、課税になる場合もあればなら

ない場合もあり、一律の対応とならないため。 

・一棟貸しのため宿泊人数によって一人当たりの料金が異なり、免税点があると

一律での対応が難しくなる。 

・公平性が担保されないので、免税点設定には反対。 

価格帯
通常期
回答数

通常期
割合

繁忙期
回答数

繁忙期
割合

           　～ 3,000円未満 2 2.3% 0 0.0%

 3,000円以上～ 4,000円未満 1 1.1% 2 2.3%

 4,000円以上～ 5,000円未満 14 15.9% 5 5.8%

 5,000円以上～ 6,000円未満 9 10.2% 8 9.3%

 6,000円以上～ 7,000円未満 7 8.0% 8 9.3%

 7,000円以上～10,000円未満 25 28.4% 14 16.3%

10,000円以上～15,000円未満 12 13.6% 18 20.9%

15,000円以上～20,000円未満 4 4.5% 11 12.8%

20,000円以上～25,000円未満 8 9.1% 6 7.0%

25,000円以上～30,000円未満 3 3.4% 2 2.3%

30,000円以上～35,000円未満 1 1.1% 4 4.7%

35,000円以上                2 2.3% 8 9.3%

計 88 100.0% 86 100.0%

※通常期：4,000円以上～6,000円未満　 1件　10,000円以上～20,000円未満　1件　未回答1件

※繁忙期：6,000円以上～10,000円未満　1件  10,000円以上～25,000円未満　1件　未回答3件

件数 割合

60 65.9%

30 33.0%

事務処理が難しくなる 19 63.3%

宿泊料金により税額が異なることの説明が困難 17 56.7%

その他 9 30.0%

素泊まり料金の算出が難しい 3 10.0%

※未回答1件

免税点を5,000円に設定した場合の課題

特に課題はない

課題がある

内
訳
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【設問】課税免除について 

 

（課税免除に「課題がある」と考える理由） 

・対応するにはシステム改修が必要になる。 

・課税免除に該当するかどうかを証明書などで確認しないといけなくなる。 

・修学旅行かそれ以外かの判断が難しい。 

・スポーツ大会等の学校行事は入湯税免除になっているので、宿泊税の課税免除

との関係が問題になる。 

・システムの管理を委託しているため、手続きに手間がかかる。 

・修学旅行に限定しても、大会利用などの場合には旅行会社やエージェントから

問い合わせや苦情が必ずある。 

 

【設問】事務負担軽減措置について（複数回答可） 

 

 

【設問】宿泊税の制度設計に対する意見・要望 

 

（宿泊税の制度について） 

・他県での導入も進んでいるので、宿泊客からのクレーム等はないと思う。 

・導入後しばらくはフロントスタッフや経理スタッフの負担が大きいが、慣れれ

ば問題ないと思う。 

・宿泊税の導入に異論はないが修学旅行など以外で課税免除することには反対。 

・宿泊人数によって課税か否かが分かれると対応困難になる。課税店と認定し

て、画一的に宿泊税を支払う対応をしてほしい。 

・徴収事務の負担に対する経費負担をお願いします。 

 

項目 ①特に課題なし ②課題あり ①の割合

課税免除導入における課題 70 17 80.5% ※未回答4件

課税免除を修学旅行に限定した場合における課題 78 9 89.7% ※未回答4件

期待する事務負担軽減措置 件数 割合

申告・納入などの事務の簡略化 63 69.2%

申告・納入の電子化 30 33.0%

事務負担に対する補助金 28 30.8%

導入時のシステム改修補助 21 23.1%

その他 5 5.5%
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（宿泊税の使途等について） 

・宿泊税導入後の観光インフラのビフォーアフターの可視化、納税者のニーズの

把握ができていれば問題ない。 

・宿泊税を誘客施策に使うならば、どのくらい訪問者が増える見込みなのかを説

明してほしい。 

・なぜ宿泊税が必要なのか、具体的に何に使うのか、費用対効果の検証結果はど

うなのかを継続して情報提供してほしい。 

・観光振興や地域活性化のためという趣旨は理解できる。ただ、具体的な使途で

宿や観光客への還元を示すようにしてほしい。 

・観光振興の観点から財源確保のために宿泊税を導入することには概ね賛成で

す。決定時には使途を明確に示して欲しいです。 

・宿泊客から徴収するならば観光地までの道路整備や除草など景観維持に使う

べき。 

・観光をよりよく楽しんでいただけるよう、散歩コースになるような魅力的な町

並みを作っていただきたい。 

・道路などインフラ整備を進めるのなら一定の理解はするが、効果の分からない

マーケティングへの投入は反対。 

・トイレ整備や渋滞対策では宿泊客数は増えない。観光業者や市民が希望を持て

る施策を。 

 

（その他のご意見について） 

・出雲の魅力をまだ発信しきれていないと思われるため、できれば宿泊税ではな

く、他の税収を考えるべき。 

・導入時やそれ以降にかかる事務負担が大きく、なかなか賛同し辛い。 

・出雲市政をはじめ、地域住民の方にも良い影響が出ることを願います。 
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参考５　その他 

 

新たな観光財源　歳入見込み
【想定財政需要額2億3,000万円】

金額 備考 金額 備考

宿泊税 1億7,600万円

（想定）
1人1泊200円
宿泊者数100万人
免税点5,000円の場合
免税点未満となる宿泊者
割合12％

1億9,600万円

（想定）
1人1泊200円
宿泊者数100万人
免税点5,000円の場合
免税点未満となる宿泊者
割合2％

駐車場料金 3,000万円 料金改定・新規徴収 3,000万円 料金改定・新規徴収
その他 2,400万円 寄附金、国・県補助金等 400万円 寄附金、国・県補助金等

合計 2憶3,000万円 2憶3,000万円

第1回アンケートベース 第2回アンケートベース
項目


